
○飯塚市児童・生徒就学援助規則 

平成18年3月26日 

飯塚市教育委員会規則第22号 

改正 H20―5、H22―9、H27―8(題名改称)、H28―1、H29―7 

(目的) 

第1条 この規則は、学校教育法(昭和22年法律第26号)第19条の規定に基づき、経済

的理由によって就学困難と認められる学齢児童若しくは学齢生徒(以下「児童・生

徒」という。)又は次年度に入学を予定している未就学児若しくは児童(以下「入

学予定者」という。)の保護者に対して与える必要な援助(以下「就学援助」とい

う。)に関して必要な事項を定めることを目的とする。 

(H27―8全改、H29―7一改) 

(支給の対象となる者) 

第2条 この規則により就学援助の対象となる者は、飯塚市内に住所を有し、飯塚市、

国若しくは都道府県が設置する小学校、中学校、中等教育学校前期課程若しくは

義務教育学校(以下「小中学校等」という。)に在学する児童・生徒又は入学予定

者の保護者で、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

(1) 生活保護法(昭和25年法律第144号。以下「法」という。)第6条第2項に規定

する要保護者(以下「要保護者」という。) 

(2) 要保護者に準ずる程度に困窮していると認められる者 

2 前項の規定にかかわらず、飯塚市内に住所を有し飯塚市以外の市町村が設置する

小中学校等に在学する児童・生徒若しくは入学予定者の保護者又は飯塚市外に住

所を有し飯塚市立小中学校等に在学する児童・生徒若しくは入学予定者の保護者

で、前項各号のいずれかに該当する者に対しては、学校所在地又は住所を有する

市町村と就学援助の実施について協議を行う。 

(H27―8、H28―1、H29―7一改) 

(交付の申請) 

第3条 就学援助を受けようとする者は、就学援助申請書に所得金額等証明書を添付

の上、飯塚市教育委員会(以下「教育委員会」という。)に提出しなければならな

い。 

(援助の決定) 



第4条 教育委員会は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

就学援助の可否の決定を行う。 

2 教育委員会は、前項の規定により就学援助の可否の決定を行ったときは、速やか

に、保護者に対し、その旨を通知するものとする。 

(H27―8一改) 

(援助の範囲) 

第5条 就学援助は、次に掲げる費用の全部又は一部について行う。ただし、就学援

助を受けようとする者が、法第13条の規定による教育扶助を受けているときは、

その就学援助は第3号及び第4号に規定するものに限る。 

(1) 学校給食費 

(2) 義務教育に伴って必要な学用品代及び通学用品代 

(3) 修学旅行費 

(4) 前各号に掲げるもののほか、義務教育に伴って必要な費用 

(H22―9一改) 

(援助の方法) 

第6条 就学援助は、金銭給付によって行うものとする。 

(援助費の支給) 

第7条 前条の規定により支給される費用(以下「援助費」という。)は、保護者の同

意を得て児童・生徒の在学する学校の校長を経て支給する。ただし、国若しくは

飯塚市以外の地方公共団体が設置する小中学校等に在学する児童・生徒又は入学

予定者の保護者に対する援助費については、保護者の申請により、保護者名義の

金融機関口座へ振り込むことができるものとする。 

2 援助費を支給する期間は、教育委員会がその支給を認定した日から当該在学年の

末日までとする。ただし、入学予定者の保護者にあたっては教育委員会が入学予

定者の認定をした日から次年度の学年末までとする。 

3 学校長は、援助費に関する出納書類を整備しておかなければならない。 

(H27―8、H28―1、H29―7一改) 

(援助の廃止) 

第8条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、就学援助を廃止する。 

(1) 第2条に規定する要件を欠いたとき。 



(2) 就学援助の廃止を申し出たとき。 

(3) 偽りその他の不正な手段によって就学援助を受けたとき。 

2 前項の規定による就学援助の廃止をしたときは、速やかに、保護者に対し、その

旨を通知するものとする。 

(H27―8一改) 

(援助費の返還) 

第9条 援助費は、次に掲げる場合を除き、返還を要しない。 

(1) 入学予定者が飯塚市、国若しくは都道府県が設置する小中学校等に入学しな

かったとき、又は入学する前年度において飯塚市に住所を有しなくなったとき。

ただし、第2条第2項に該当するときを除く。 

(2) 教育委員会において返還を要すると認めるとき。 

(H29―7全改) 

(被援助児童・生徒の異動) 

第10条 就学援助の決定を受けた児童・生徒(以下「被援助児童・生徒」という。)

に、転校その他在学に関する異動があったときは、学校長は、速やかに教育委員

会に報告しなければならない。 

2 前項の異動が市内間の異動であるときは、教育委員会は、転校後在学する学校長

に被援助児童・生徒であることを通知するものとする。 

(補則) 

第11条 この規則に定めるもののほか、就学援助に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この規則は、平成18年3月26日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の日の前日までに、合併前の要保護及び準要保護児童生徒に係る

就学補助の手続等に関する規則(昭和36年頴田町教育委員会規則第1号)の規定に

よりなされた手続その他の行為は、この規則の相当規定によりなされたものとみ

なす。 

附 則(平成20年3月31日 教委規則第5号)抄 

(施行期日) 



1 この規則は、平成20年4月1日から施行する。 

附 則(平成22年3月31日 教委規則第9号) 

この規則は、平成22年4月1日から施行する。 

附 則(平成27年2月12日 教委規則第8号) 

この規則は、平成27年4月1日から施行する。 

附 則(平成28年2月15日 教委規則第1号) 

この規則は、平成28年4月1日から施行する。 

附 則(平成29年8月29日 教委規則第7号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

 



様式第１号(第 3条関係) 

平成２８年度就学援助申請書 

 飯塚市教育委員会 様 

 家庭の経済的理由により、就学援助を受けたいので、マイナンバー利用を承認のうえ、

必要書類を添えて申し込みます。 

申 請 者 (フリガナ） 

(保護者) 

           申 請 日   年  月  日 

          印 連絡先電話番号 (   )    ― 

住 所 
〒 

飯塚市 

小 学 校 学年 児童氏名 中 学 校 学年 生徒氏名 

小学校 新 年   中学校 新 年   

小学校 新 年   中学校 新 年   

小学校 新 年   中学校 新 年   

 家庭の状況(児童生徒を含めた全員) 

氏  名 続柄 生年月日 職業・学校名・学年 備 考 

  世帯主           

              

              

              

              

              

              

申 請 理 由 

(あてはまる項目に○

をつけてください。) 

1 世帯の収入が少ないため生活が非常に苦しく学費の支払いに困ってい
る。 

2  その他の事情により、生活状態が悪く困っている。(具体的に記入して
ください。)  

  

 

 

 

  

  
  

 

   誓   約 

１  就学援助申請書等の記載事項は、事実に相違ありません。      
２ 就学援助申請書の記載事項に変更が生じた場合は、速やかにお届け 

します。 

  

 

同意及び委任事項 

 

１ この申請の決定に当たり、必要な範囲内において私及び私の世帯員に
係る収入の状況を確認し、閲覧することに同意します。 

 

２ 就学援助の対象となっている学校給食費は、学校給食特別会計へ直接
納入することに同意します。また、学用品費・修学旅行費等の支給は、
学校長へ受領委任致します。 

 

           申請者              印 

 

学校長記入欄(この欄は

記入しないで下さい。) 

 

 

 

学校長             



記入及び提出上の注意 

 

１．太線枠内の事項について、記入してください。 

 

２．訂正の際は、同じ印鑑で訂正印を押してください。 

 

３．申請書１枚につき、小学生３人、中学生３人まで記入することができます。 

  それ以上のお子様が在学されている場合は、２枚のご記入をお願いします。 

 

４．お子様のうち、飯塚市立小・中学校と国県立小・中学校等に通うお子様が要る場合

は、申請書は別に分けてそれぞれ申請をお願いします。 

 

５．「学年」は、平成２８年度の学年を記入してください。 

 

６．「続柄」の欄は、世帯主からみた関係を記入してください。 

 

７．「申請理由」は１か２のあてはまる番号に○をつけて、２の場合は具体的な理由を記

入してください。 

※現在の収入が昨年中と大きく異なる場合（退職や離職等による減収の場合）は、申請の理由欄に

記入のうえ、雇用保険受給資格者証等の写しを添付していただく場合があります。その場合は学校

教育課までお尋ねください。 

 

８．「申請者（保護者）」の欄と、「同意及び委任事項」の申請者欄には、同じ申請者のお

名前と、押印（２カ所）をそれぞれお願いします。 

 

９．世帯員の中に平成２８年度（２７年中）の所得額の確定申告をされていない方がい

る場合や、認定基準を超過した場合には認定ができません。 

 

１０．平成２８年１月２日以降に飯塚市に転入された方は、申告した市町村（平成２８年

１月１日の住民登録地）の平成２８年度所得証明書を、６月以降に提出してください。

郵便でも請求できますので、必要な書類を該当市町村の税務担当課におたずねくださ

い。（１８歳以上の世帯員全員分です） 

 

１１．判定の結果は、郵送にてお知らせします。認定・否認定について必ずご確認くださ

い。 

 

 

 

 

 

＜問い合わせ先＞ 

 〒820-8605 飯塚市忠隈 523番地 

       飯塚市教育委員会 学校教育課 学事係 電話（0948）32-0380（内 2342） 

［飯塚市立小・中学校以外の学校に在学されている場合（国・県立小・中学校等）］ 

・申請書の他に、「口座振込依頼書」の提出をお願いします。※学校教育課にあります。 

・飯塚市立小・中学校に通うお子様がいる場合は、申請書はそれぞれ別に必要となります。 

・受付及び問い合わせは、学校教育課のみとなります。 


